
令和3年 令和4年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1.33 1.36 1.35 1.37 1.37 1.36 1.37 1.38 1.38 1.41 1.40 1.40

1.13 1.14 1.15 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 1.21 1.22 1.23 1.24

○季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。 なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

（注1）本公表資料における有効求人倍率、有効求人数、新規求人数は、宮崎労働局管内のハローワークが受理した求人数（受理地別求人数）により算出したものである。

　有効求人倍率〈季節調整値、倍〉　

全　　国

宮　　崎

（注2）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者
　　　　がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

報道関係者 　各位

一般職業紹介状況（令和4年5月分）

令和４年５月の有効求人倍率（受理地別・季節調整値）は、１．４0倍と前月と同じとなった。

有効求人倍率は、８３ヶ月連続で１倍台を維持。

正社員有効求人倍率（原数値）は、１．０４倍と前年同月より０．０８ポイント上昇。

雇用失業情勢は、新型コロナウィルス感染症の影響が続いているものの、求人が求職を上回る状況が継続

しており、着実に改善が進んでいる。

・令和４年５月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月と同じ1.40倍となった。
・【有効求職者数】は、前月比（季節調整値）で1.0％増、前年同月比（原数値）で2.9％増（3ヶ月連続）。
・【有効求人数】は、前月比（季節調整値）で1.1％増、前年同月比（原数値）で10.1％増（17ヶ月連続）。
・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）5.5％増、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）5.5％増となった。
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本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比1.0％増加し、有効求人数（同）は前月比1.1％増加したこと
から、前月と同じ1.40倍となった。

新規求職者数（原数値）は、前年同月比で5.5％(237人）増加となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比2.9％（614人）増加し3ヶ月連
続の増加となっている。

新規常用求職者（パートを除く）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が4.8％（40人）減、離職者が3.0％（52人）増、無業者が8.9％（14
人）増となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は7.9％（30人）減となっている。

一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で5.5％（472人）増加となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で10.1％（2,535人）の増加で
17ヶ月連続となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中13産業で増加となった。内訳としては、宿泊業、飲食業サービスで174人（55.6％）増、卸売
業、小売業で142人（17.3％）増等となる一方、サービス業（他に分類されないもの）で140人（7.1％）減,、製造業で24人（2.9％）減等（18産業中5産業で
減少）となったことから、全体で472人（5.5%）の増加となった。
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有効求人倍率の動き宮 崎

全 国（倍）

Press Release

宮崎労働局発表

令和4年7月1日解禁

【照会先】
宮崎労働局職業安定部
部 長 小川 和人
職 業 安 定 課長 正入木 均
地方労働市場情報官 児玉 聡子.

（代表電話）0985（38）8823

季節調整値

季節調整値

３年

＊令和元年度（平成31年4月を含む。）

４年
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１．新規求職の動き＜季節調整値＞

新規求職（パートを含む、人）
令和３年 令和４年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

4,390 4,448 4,527 4,376 4,446 4,490 4,469 4,574 4,282 4,458 4,579 4,326

2.1% 1.3% 1.8% -3.3% 1.6% 1.0% -0.5% 2.3% -6.4% 4.1% 2.7% -5.5%

２．新規求人の動き＜季節調整値＞

令和３年 令和４年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

9,451 9,708 9,789 9,588 9,709 9,570 10,387 10,236 9,393 10,454 10,333 9,451

0.3% 2.7% 0.8% -2.1% 1.3% -1.4% 8.5% -1.5% -8.2% 11.3% -1.2% -8.5%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

就職（パートを含む、件）
令和２年 令和３年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1,837 1,644 1,479 1,677 1,808 1,470 1,382 1,372 1,712 2,349 2,054 1,723
令和３年 令和４年

６月 ７月 ８月 ９月 １0月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1,889 1,663 1,557 1,736 1,684 1,603 1,319 1,470 1,608 2,245 1,711 1,704

2.8% 1.2% 5.3% 3.5% -6.9% 9.0% -4.6% 7.1% -6.1% -4.4% -16.7% -1.1%

令和２年 令和３年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

40.5% 38.9% 37.7% 41.0% 42.3% 41.0% 45.1% 29.8% 39.0% 47.2% 32.9% 39.8%
令和３年 令和４年

６月 ７月 ８月 ９月 １0月 １１月 １2月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

43.3% 39.4% 36.3% 40.8% 39.0% 41.4% 41.0% 30.1% 36.7% 45.7% 27.7% 37.3%

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

 
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

就
職
率

<数値の対比は前年同月比>　　

<数値の対比は前月比>　　

新規求人（パートを含む、人）

次回公表予定日　令和4年7月29日（金）

就
職
件
数

対前年同月比

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

<数値の対比は前月比>　　

新規求職数

前月比

前月比

新規求人

○【新規求人数】（季節調整値）は、9,451人で8.5％（882人）減少となった。

【新規求職者数】（季節調整値）は、4,326人で5.5％（253人）減少となった。

○【職業紹介状況】は、紹介件数が152件（3.5%）減の4,203件となり、就職件数は19件（1.1%）減
の1,704件となった。就職率（対新規求職者）は、2.5ポイント下回って37.3％となった。

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は、1.0４倍となり、前年同月で0.08ポイント上昇。
（ 正社員有効求人数 13,215人 常用フルタイム有効求職者数12,669人 ）
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

21,619 21,520 － 21,005 2.9 

＊ 20,480 ＊ 20,275 1.0 20,014 2.3 

２ 新規求職申込件数（件） 4,565 6,168 － 4,328 5.5 

27,705 28,311 － 25,170 10.1 

＊ 28,749 ＊ 28,425 1.1 26,307 9.3 

４ 新規求人数　　 　　（人） 9,048 10,079 － 8,576 5.5 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 4,203 4,188 4,355 ▲3.5 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 1,704 1,711 1,723 ▲1.1 

７ 就職率（6/2）　　　 （％） 37.3 27.7 39.8 ▲2.5 

８ 充足数  （件） 1,682 1,704 1,666 1.0 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 18.6 16.9 19.4 ▲0.8 

宮崎県  1.40 1.40 0.00 1.31

全 　国  1.24 1.23 0.01 1.10

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和２年度 3,594 4,053 4,652 5,013 5,252 5,222 4,939 4,532 4,383 4,235 4,137 4,297

令和３年度 4,223 4,275 4,836 4,921 5,054 4,802 4,461 4,446 4,189 4,014 3,828 3,858

令和４年度 3,891 3,897

　　　　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.25 1.28 1.15 0.10 

延　岡 1.14 1.24 1.02 0.12 

日　向 1.18 1.17 1.20 ▲0.02 

都　城 1.61 1.62 1.59 0.02 

日　南 1.04 1.05 0.84 0.20 

高　鍋 1.14 1.21 1.11 0.03 

小　林 1.39 1.47 1.38 0.01 

県　計 1.28 1.32 1.20 0.08 

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

対　前　月 対前年同月
令和4年5月 令和4年4月 増減率(差)

前年同月差
(ポイント)

令和3年5月

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値

前　月　差
(ポイント)

（％） （％）
増減率(差)

令和4年5月 令和4年4月 令和3年5月

季節調整値

令和3年5月

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

令和4年5月 令和4年4月
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令和4年5月

1.13 1.09 1.05

1.38 1.35 1.18

1.16 1.19 1.04

1.39 1.37 1.31

1.36 1.31 1.15

1.40 1.40 1.31

1.36 1.35 1.25

0.86 0.83 0.73

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況

8,910 8,726 8,478

1,796 2,617 1,587

9,489 9,939 8,639

2,998 3,547 2,890

1,490 1,519 1,565

706 666 732

686 653 721

22.9% 18.4% 24.9%

別表７　新規常用求職者の求職時の態様別内訳(パートを除く）

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

長　崎

福　岡

令和4年4月
前月差

(ポイント)
令和3年5月

0.04

増減率・差

鹿児島

沖　縄

宮　崎

0.03

▲0.03

佐　賀

熊　本

大　分

0.03

0.02

0.05

前年同月

0.00

0.01

（％）

１ 月間有効求職者数（人） 5.1 

２ 新規求職申込件数（件）

令和4年5月 令和4年4月 令和3年5月

３ 月間有効求人数　 （人）

13.2 

9.8 

４ 新規求人数　　 　　（人）

５ 紹介件数　　 　　 　（件）

3.7 

▲4.8 

６ 就職件数　　 　　 　（件）

７　充足数　　　　　　　（件）

▲3.6 

▲4.9 

８　充足率　　　　　　　（％） ▲2.0 

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳 65歳以上 合計

新規求職申込件数

339 651 501 636 442 193 2,762

374 660 551 570 407 174 2,736

100

▲ 9.4% ▲ 1.4% ▲ 9.1% 11.6% 8.6% 10.9% 1.0%

18 789

在職者

94 206 160 200 111

118 223 183 188 17 829

▲ 20.3% ▲ 7.6% ▲ 12.6% 6.4% 11.0% 5.9% ▲ 4.8%

離職者

194 401 323 405 315 164 1,802

213 403 341 363 281 149 1,750

▲ 8.9% ▲ 0.5% ▲ 5.3% 11.6% 12.1% 10.1% 3.0%

56

事業主都合

15 50 63 83 81 348

23 57 73 91 85 49 378

▲ 34.8% ▲ 12.3% ▲ 13.7% ▲ 8.8% ▲ 4.7% 14.3% ▲ 7.9%

自己都合

178 340 252 315 193 85 1,363

189 341 261 266 173 81 1,311

▲ 5.8% ▲ 0.3% ▲ 3.4% 18.4% 11.6% 4.9% 4.0%

11 17131 16

43 34 27 19

8.9%18.6% 29.4% ▲ 33.3% 63.2% ▲ 38.5% 37.5%

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値、倍）

26 8 157無業者

51 44 18
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別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）

　　　　項　　　目

令和4年5月 令和4年4月 令和3年5月 前 年 同 前 年
 産業別・規模別 月 比 (%) 同 月 差

Ａ.B 農、林、漁業 258             254             222 16.2 36

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 18               6                20 ▲10.0 ▲2
Ｄ 建設業 782 856 763 2.5 19

Ｅ 製造業 801 1,201 825 ▲2.9 ▲24

食料品製造業 224             259             287 ▲22.0 ▲63

飲料・たばこ・飼料製造業 46               68               57 ▲19.3 ▲11
繊維工業 52               94               40 30.0 12

木材・木製品製造業 104             88               76 36.8 28

家具・装備品製造業 7                4                16 ▲56.3 ▲9

パルプ・紙・紙加工品製造業 17               10               9 88.9 8

印刷・同関連業 16               23               21 ▲23.8 ▲5

化学工業 13               83               20 ▲35.0 ▲7

石油製品・石炭製品製造業 0                0                0 - 0

プラスチック製品製造業 34               57               43 ▲20.9 ▲9

ゴム製品製造業 6                32               15 ▲60.0 ▲9

窯業・土石製品製造業 22               36               23 ▲4.3 ▲1

鉄鋼業 1                0                7 ▲85.7 ▲6

非鉄金属製造業 0                1                0 - 0

金属製品製造業 43               59               28 53.6 15

はん用機械器具製造業 30               41               39 ▲23.1 ▲9

生産用機械器具製造業 42               31               19 121.1 23

業務用機械器具製造業 16               14               28 ▲42.9 ▲12

17               165             40 ▲57.5 ▲23

電気機械器具製造業 82               94               29 182.8 53

情報通信機械器具製造業 5 2 7 ▲28.6 ▲2

輸送用機械器具製造業 11 30 11 0.0 0
その他の製造業 13 10 10 30.0 3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 3 4 8 ▲62.5 ▲5

Ｇ 情報通信業 195 209 168 16.1 27

Ｈ 運輸業、郵便業 276 594 266 3.8 10

Ｉ 卸売業、小売業 964 1,065 822 17.3 142

Ｊ 金融業、保険業 81 83 34 138.2 47

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 101 127 94 7.4 7

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 150 143 144 4.2 6

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 487 571 313 55.6 174

宿泊業 103 102 37 178.4 66

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 284 217 236 20.3 48

Ｏ 教育、学習支援業 129 145 127 1.6 2

Ｐ 医療、福祉 2,545 2,879 2,429 4.8 116

Ｑ 複合サービス事業 57 141 41 39.0 16

Ｒ 1,821 1,448 1,961 ▲7.1 ▲140
Ｓ.T 公務、その他 96 136 103 ▲6.8 ▲7

9,048 10,079 8,576 5.5 472

6,016 6,487 5,145 16.9 871

2,076 2,293 2,142 ▲3.1 ▲66
646 933 857 ▲24.6 ▲211
115 173 191 ▲39.8 ▲76
164 154 152 7.9 12
31 39 89 ▲65.2 ▲58

求 人 状 況

産業分類は、平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

規
　
模
　
別

３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上

３０～９９人　　
１００～２９９人
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正社員の有効求人倍率（原数値）の推移
別添資料 １

○ 正社員有効求人倍率は、１．０４倍と前年同月比０．０８ポイント上昇。

（資料出所） 宮崎労働局集計
※数値は原数値。
※正社員とは、パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。
※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働
者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

※令和元年は、平成31年1月～4月を含む。
※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設
した求職者数が含まれている。

（倍）

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

令和
４年

1月 0.45 0.43 0.46 0.40 0.28 0.25 0.34 0.39 0.42 0.51 0.59 0.68 0.82 0.98 1.05 1.03 0.98 1.11

2月 0.43 0.44 0.47 0.40 0.26 0.24 0.35 0.38 0.42 0.51 0.58 0.43 0.81 0.97 1.05 0.99 0.99 1.12

3月 0.41 0.43 0.43 0.38 0.24 0.24 0.33 0.37 0.41 0.50 0.57 0.67 0.77 0.93 1.01 0.92 0.98 1.10

4月 0.36 0.39 0.38 0.33 0.21 0.22 0.30 0.34 0.37 0.46 0.53 0.64 0.74 0.90 0.98 0.86 0.95 1.05

5月 0.32 0.39 0.35 0.32 0.19 0.21 0.29 0.34 0.36 0.46 0.52 0.65 0.75 0.90 0.97 0.82 0.96 1.04

6月 0.30 0.38 0.35 0.29 0.18 0.21 0.30 0.34 0.38 0.48 0.52 0.67 0.77 0.95 1.00 0.84 0.98

7月 0.31 0.38 0.35 0.30 0.19 0.22 0.31 0.35 0.40 0.49 0.55 0.67 0.79 0.96 0.99 0.84 1.00

8月 0.32 0.41 0.37 0.32 0.19 0.24 0.33 0.37 0.43 0.51 0.59 0.71 0.82 0.96 0.98 0.85 1.00

9月 0.34 0.41 0.38 0.32 0.20 0.26 0.33 0.38 0.45 0.53 0.61 0.73 0.85 0.97 1.01 0.87 1.02

10月 0.36 0.41 0.39 0.31 0.21 0.27 0.33 0.39 0.46 0.54 0.63 0.76 0.87 0.99 1.04 0.89 1.05

11月 0.43 0.39 0.44 0.39 0.31 0.21 0.29 0.35 0.40 0.47 0.58 0.66 0.77 0.90 1.01 1.07 0.94 1.08

12月 0.44 0.41 0.45 0.41 0.30 0.23 0.33 0.37 0.42 0.50 0.59 0.68 0.81 0.94 1.06 1.10 0.99 1.12



「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」とは
→実際に就業する都道府県を求人地として集計した有効求人倍率。なお、通常発表している都道府県別
の有効求人倍率は、求人を受理した場所を求人地として集計している。

○ 本社が多く所在する地域では、受理地別の有効求人倍率より「就業地別の求人数を用いた有効求人倍
率」が低い傾向がある。

○ 宮崎県の「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」は1.51倍で受理地別の有効求人倍率（1.40倍）
より0.11ポイント高い。

※ 数値は季節調整値。季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に
新季節指数により改訂されている。

※ 有効求職者数は求職を受理したハローワークが所在する都道府県単位で集計。
※ 季節求人については受理所を就業地とみなしている。
※ 1件の求人に複数の就業地があり、就業地毎の求人数が明確でない場合、それぞれの就業地に順番に求人数を割り当てて配分している。
※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイペー

ジ」を開設した求職者数が含まれている。

就業地別の求人数を用いた有効求人倍率（季節調整値）（令和４年５月）

（資料出所）宮崎労働局

別添資料 ２

①
有効求職者数

②
有効求人数

③
就業地別

有効求人数

④
有効求人倍率

⑤
就業地別

有効求人倍率
⑥差

②／① ③／① ⑤－④

令和3年

5月 20,014 26,307 28,039 1.31 1.40 0.09 
6月 19,891 26,417 28,207 1.33 1.42 0.09 
7月 19,823 26,865 28,498 1.36 1.44 0.08 
8月 19,805 26,827 28,667 1.35 1.45 0.10 
9月 19,752 27,021 28,677 1.37 1.45 0.08 
10月 19,686 26,896 28,581 1.37 1.45 0.08 
11月 19,792 26,969 28,687 1.36 1.45 0.09 

12月 20,007 27,414 29,148 1.37 1.46 0.09 

令和4年

1月 20,279 28,038 29,949 1.38 1.48 0.10 
2月 19,941 27,595 29,562 1.38 1.48 0.10 
3月 20,070 28,272 30,145 1.41 1.50 0.09
4月 20,275 28,425 30,215 1.40 1.49 0.09
5月 20,480 28,749 30,841 1.40 1.51 0.11


